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１　海洋文化と教育

　近世までの日本の海洋文化を語るとき、伝統に根ざし

た沿岸域の利用における成熟度の高さは世界的に認めら

れている。しかしながら、島嶼国としてこの様な文化的

風土を擁するにも関わらず、現代社会における開発行為

や産業活動は、文化の舞台となるべき海浜の著しい荒廃

を招いてきた。これは、明治維新以降、近代化と経済成

長を偏重するあまり、伝統文化蔑視ともとれる風景が日

本各地で定着したことによる。この断層により文化の継

承は望めず、文化の舞台を失い海洋に背を向けた暮らし

からは新たな文化の伸展は停滞することとなった。今に

至るこの様な海洋文化の貧困を招いた一因は、近代的な

教育における諸相での海洋文化の排除と隠蔽であると言

わざるを得ない。この歪みは、様々な公害を生む一土壌

ともなった。

　日本の学校教育における環境教育は、戦後の高度成長

に伴い顕在化した1960年代以降の公害問題への取り組み

の中から必要性が認識され取り組まれてきた。公害問題

が地域的な個別案件の解決を目的にして取り扱ったのと

同様に、学校教育現場での環境教育も様々なレベルで個

別的に実施された。しかし事件性を持った例外と扱われ

ることが多く全体として体系化されることが少なく、開

発礼賛の履修内容の陰に隠れた感は否めない。この間、

一部で公害問題に対して市民講座が開催されたりして社

会教育の点ではかなりの成果を上げているものもあるが、

市民活動の多くは問題の解決に忙殺され、問題を総括し

後に伝えることが少なかった。このため、一般図書など

の形で残された資料が少なく、残されたものも環境教育

の学校教材としては難解であったり、著しく内容が偏向

していたりして、さらに総合的な立場から研究し再構成

する余地が随所に見られる。

　国内の中心的サンゴ礁域である沖縄県でも、事情は

あまり変わらない。1879年から始まる近代日本の統治と

1952～1972年までの米軍統治時代には、教育とは学校教

育における正課の域を出ず市民レベルでの教育には見る

ものがない。1972年の沖縄の日本復帰後は、沖縄諸島の

北側に位置する奄美群島などを含む鹿児島県とともに行

政的には九州と同一ブロックに配されたことから、サン

ゴ礁の地理的・気候的特徴は稀釈され、学校教育の現場

で取り上げられる機会も少なかった。また、南北に長い

日本列島（北緯45度33分～北緯20度25分）は亜寒帯から

亜熱帯までの気候区にまたがるにもかかわらず、理科教

育では人口の集中する温帯域への履修内容の平準化が問

題視されているが、サンゴ礁域についても同様である。

　本稿では、サンゴ礁の総合理解と保全に主眼をおいて、

最近注目されている環境教育について述べる。

２　学校教育の現状

　前述のように、沖縄の教育でも多くの時間がサンゴ礁

地域の理解に割かれたとは言い難いが、特色ある活動は

展開されてきた。学校教育の現場においては、一部で組

織的な取り組みが見られるものの（大湾 2003）、その多く

は個人の努力による研究的試みであり正課ではない。あ

るいは正課に組み入れられるには相当の時間がかかって

いるのが実状であった。ところが、この状況が大きく変

化する事が期待されている。その背景には、2002年から

実施されたいわゆる新指導要領がある。この中で総合的

な学習の時間が新設され、従来の課目の枠にとらわれな

い校外での体験学習の時間が十分確保できるようになっ

た。制度が導入されて間もないこともあり、この制度を

活用するために多くの学校が模索を続けているのが現状

であろう。そんな中で、読者諸氏の身近にもある事例と
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比較して、新たな方向を見いだすためにも、筆者のあま

り多いとは言えない知見の中から幾つかの試みを挙げる。

１．名護小学校・崎枝小学校の取り組み

　教育現場から模索され体系化された取り組みとしては、

名護市立名護小学校の事例がある（安田 印刷中）。併設

された名護幼稚園から小学校卒業までの７年間に、段階

を追って自らの生活するサンゴ礁島嶼とそれを育むサン

ゴ礁の自然環境を生活の一部として受け入れるようにな

ることを目指している。特徴としては、体験学習をカリ

キュラム後半から二元化し、自然環境の知識吸収の場を

設けるとともに、遊び・レクリェーションを重視し地元

の自然への親密度を増し、文化として自然を愛護する姿

勢の定着を目指していることである（名護市立名護小学

校・名護幼稚園 2001）。

　安全管理の行き届いた市民ビーチ（人工ビーチ）で幼

稚園児とともに渚で遊ぶことを覚えた１年生は、２年生

になると同じ人工ビーチで生き物取りに興ずる。３年生

は目前に据えられた自然海岸へ出ることを渇望しながら、

水族館で展示される飼育生物や解説に触れる。直後に自

然海岸に降りて、手にする生き物たちの自然の息吹を感

じることになる。４年生では科学的な知見の事前学習後

に、サンゴ礁地形に応じた生き物と生息環境を実感する。

５年生ではやんばるの河川の遡上を通して、単に物理的

な距離ばかりでなく、サンゴ礁の海と島嶼の多様で密接

な関係の概念獲得を行う。以上の仕上げとも言うべき６

年生では、都市河川の河口へ赴き、ゴミ拾いなど地域住

民との交流の中から、そこに暮らす人間とサンゴ礁との

あり方を洞察する。人間活動の変遷とそれに伴って起こ

った現象を理解し、問題意識を持って中学生になってい

く。この様な段階を経ることによって、一過性のイベン

トになりがちなゴミ拾いなどからは得られない、深い感

受性の醸成が期待できる。これと平行して、４年生から

は海洋レジャーとしてバナナボートなどを体験し、低学

年での渚遊びの記憶から自然の中でのレクリェーション

を発達させた大人社会との接点を感じる。５・６年生では

マリンスポーツであるシーカヤックやディンギーに挑戦

し、豊かな自然と向き合うことが人格形成に重要である

ことを体得する。さらに、スポーツを通して自然の中で

安全に活動する技術を習得することは、自然との親密度

を増しその理解の深化が期待される。今現在、豊かな海

洋文化を誇るニュージーランドなど各国では、伝統の継

承に加えてこの様な海洋レクリェーション・スポーツが盛

んで、これが前述の知識の習得と洞察力の獲得に重要な

役割を担っている（谷ら 2003）。この様なよく学び遊ぶ姿

勢から、自然環境保全を文化として共有し、市民レベルで

の教育・教養活動が発生する基礎が築かれると考えられる。

　名護小学校では、一学年100名という規模の大きさが、

子供の発育に応じた長期的なカリキュラムを生んだ遠因

であるが、小規模校では地域全体を巻き込んだ密度の高

い試みもある。総児童数20名に満たない石垣市立崎枝小

学校では、漠然とした感情であった自然の豊かさをより

具体的に気づかせることを目的に、地域の自然と環境を

大単元構成（100時間）として年間を通した意図的・継

続的な体験学習を計画した（大嶺 2003）。計画を構想し

実現する原動力になったのは、日頃から地域住民の意識

が高く積極的に環境教育に携わろうとする姿勢である。

さらに、環境省沖縄奄美地区自然保護事務所や沖縄県衛

生環境研究所などの専門機関や漁師・環境 NPO・エコ

ツアーの専門家など様々な専門的職種の人々の協力も重

要な要素になっている。これらの実施環境を有機的に活

用することで、目配りの利いた環境学習が実施された。

　このように地域社会の中で子供を育てる過程で、やは

り、環境に関わる新たな認識を形成し、自らの文化とし

て定着することが期待される点は名護小学校と同様であ

る。その技術的な側面を支えた環境省の取り組みを、以

下に詳述する。

２．環境省の取り組み

　環境省により沖縄県石垣島に設立された、国際サンゴ

礁研究モニタリングセンターでは、ホームページでの情

報提供や来訪者に対する解説に加え、教材の作成や地域

の小学校と連携したプログラムの実施を行っている。

教材としては、地域のサンゴ礁について簡単に解説した

「八重山のサンゴ礁」（環境省自然環境局 2002b）、PTA

及び地域のボランティアの方などが、子供たちを海に親

しませるヒントとなるような活動を掲載した指導者向け

の教本であるティーチャーズガイド「体験的に学ぶサン

ゴ礁」（環境省国際サンゴ礁研究モニタリングセンター 

2002a）、ぬり絵やパズルなど、子どもたちが楽しみなが

らサンゴについて学ぶための内容を盛り込んだワークブ

ック「サンゴブック・フォー・キッズ（環境省国際サン
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ゴ礁研究モニタリングセンター 2002b）」を作成し、近

隣市町村内の学校に配布している。ティーチャーズガイ

ドの活動は、海に出る前に室内で行うプレサイト（事前

学習）プログラム、磯の観察やスノーケリングなどを利

用したオンサイト（現地学習）プログラム、オンサイト

プログラムで体験したことをもとに、考え、行動を促す

ポストサイト（事後学習）プログラムの３つに分けられ

ており、活動の場所、指導者の数などにより、これらを

組み合わせて利用することができるようになっている。

　このティーチャーズガイドを利用して、2002年度より

地域の小学校を対象に、総合的学習の中で身近なサン

ゴ礁の海との関わりを学び体験する環境教育プログラム

が行われている。2002年度は小規模校の石垣市立崎枝小

学校３～６年の９名を、2003年度は石垣市立白保小学校

５・６年生44名を対象に、総合学習の時間を活用して年

間を通してスノーケルによる観察や干潟の生き物調査な

どを行い、最後に地域の人たちに学習の成果を発表した。

当該プログラムを推進することにより、次の３つの効果

が期待されている。漓安全面から学校教育の中では取り

入れられにくいスノーケリングでサンゴの海を直接体験

することにより、サンゴ礁の海の美しさ、多様性を理解

することができる。滷環境教育の専門家、環境省の職員

と教員が連携しながら実施することにより、子どもたち

の理解や成長に合わせて活動できる。澆子どもたちが自

分の言葉で学習成果を地域の大人たちに発表することに

より、その地域全体で身近なサンゴ礁の海の大切さを理

解し、誇りに思えるよう導くことができる。

　これらの活動をより有効に継続していくためには、テ

ィーチャーズガイドがより多くの学校で利用できるよう、

教員向けの講習会を実施すること、プログラムが実施さ

れた学校でサンゴ礁に関する環境教育が継続して行われ

るよう、引き続き支援やアドバイスが行われること、漁

業者などの地域住民と一緒になった支援体制が構築され

ることが課題である。

３．沖縄県立辺戸名高等学校の取り組み

　一方、課題が山積する環境問題の社会的な取り組みを

学校教育の現場で生徒と共有し、これにより育まれた共

感を基に次世代の行動を継続発展させることを目的とし

た環境科が、平成13年度に沖縄県立辺戸名高等学校に設

置された。しかしながら、辺戸名高校環境科ではカリキ

ュラムの編成・実習施設の整備・進路指導のあり方など

について多くの課題を抱え、その解決への模索が続いて

いる（山城 2003）。この様な状況の背景には、社会全体

における環境問題に対する姿勢が定まらない現状がある。

このため、環境教育の体系化も端緒に着いたばかりで、

社会的にしっかりした位置を占めた責任ある指導者の確

保と、その指導法の確立が待望されている。このことは、

学校教育に限らず広く社会教育全体の課題である。

３　社会教育の現状

　国民の余暇を見直すという趣旨で、1987年にリゾート

法（総合保養地域整備法）が制定された。同法の下で大

型リゾート開発が全国的に計画されたが、社会経済情勢

の変化を見込みきれず多額の負債を抱えて頓挫する構想

が相次ぎ、2004年には基本方針の見直しに至った（共同

通信 2004/２/25）。観光立県を目指す沖縄県では、同法

制定を受けて、「沖縄トロピカルリゾート構想」として

県土全域を特定地域に指定するという、他自治体に見ら

れない異例の対応をした。2004年に同法の基本方針見直

しが打ち出された時点で、県の沖縄トロピカルリゾート

構想に盛り込まれた341施設のうち、202施設が未整備で

あった（琉球新報 2004/２/26）。

　同法の見直しを迫った社会経済情勢とは長引く不況に

他ならず、見込んだ観光入域客の低迷によって多くの構

想は満足な収益を得られずに頓挫した。しかしながら、

沖縄県では入域観光客数が曲折を経ながらも、2003年に

は500万人を超えるまでに増加し続けている（琉球新報 

2004/１/16）。このことは、同法の構想の下に計画され

た多くの施設とは別に、観光客は沖縄の魅力を見出して

いることを示している。その魅力とは、サンゴ礁島嶼の

自然環境とそこに活き活きと継承発展する特色ある文化

に他ならない。

　これらの自然・文化の特色に触れる「エコツーリズム」

は、最近の沖縄観光のキーワードになっている。日本本

土からの多くの修学旅行が、環境学習の一環として専門

のガイドによるサンゴ礁の自然観察会を取り入れている。

これらの修学旅行の中には、すぐれた副読本やホームペ

ージを生み出した例もある（清心女子高等学校ホームペ

ージ＊１）。この様な活動に寄与しているのが、沖縄の自
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然を紹介した一般書籍に加えて、地元の自然学習用に作

成された県立博物館や県環境保健部など地元自治体の出

版物（池原 1984；西平 1991, 1992）であることは特筆

すべき事柄である。

　つまり、自然の中で実施される従来の観察会とエコツ

ーリズムの融合が、市民に対する環境教育として発展す

ることが期待される。しかしながら、多くの修学旅行や

一般観光客の自然体験型観光は、いわゆる「マスツーリ

ズム」に陥りやすく、宮古の八重干瀬など各地のサンゴ

礁域でも無秩序な利用によるフィールドの撹乱を引き起

こしている（琉球新報 1998/４/10参照）。本来エコツー

リズムは発展途上国の開発を免れた自然資源の新たな利

用法として発展し、様々なルールの上に立脚している。

そのルールの最大の特徴は入域規制であるが、沖縄では

膨張する市民の自然体験の欲求を適正に処理する体制と

指導者の不足が顕著である。幸い緒についたばかりであ

るが、沖縄県をはじめ各自治体や NPOを含めた諸団体

が、そのルールの検討と指導者の育成を始めている。

４　将来の展望と課題

　ヨーロッパアルプスを擁するフランスでは、シャモニ

ーに国立山岳ガイド養成学校が設置されている。ここで

養成されるガイドには、すぐれた登山技術は言うまでも

なく高い教養と倫理観が求められ、アルプスというフィ

ールドで登山の安全管理・人命救助・自然保護はもちろ

ん、地域での教育にも重要な役割を担っている。これは

ガイド自身が地域の自然風土をもっとも理解しているこ

とと、山岳観光が地域経済に重要な比重を占めることに

関係している。このため、山岳ガイドは地域社会のリー

ダー的存在でもある。さらに、これらの地域では環境・

文化を保全し、これによってもっぱら生活を成り立たせ

るという地域の共通認識が歴史的に確立しており、経済

システム維持の重要な軸をなしている。この考え方を押

し進めて、フランス各地に保護区（エコミュージアム）

が設けられてもいる（土屋 1999）。保護区では世界に先

駆けて発展した、イギリスのナショナルトラスト運動も

環境・文化に関わる教育を重視している。また、アメリ

カの国立公園では、博士号を有するなど、高度な自然の

専門知識をもったレンジャーが、環境教育プログラムに

ついて、その計画段階から実施まで責任をもって担当し

ている。彼らもまた、国立公園とその周辺地域における

キーパーソンである。いずれの例にせよ、環境文化に対

する地域における共通の価値観が確立し、大きな権限と

責任を付託された組織が、教育も含め自然環境の管理運

営を行う点が共通している。残念ながら、日本のサンゴ

礁域では今のところこの様な共通認識の確立やその教育

文化への位置づけが為されるまでには至っていない。サ

ンゴ礁の環境教育を考えるとき、サンゴ礁と島嶼の密接

な関わり全体が、我々人間にとって価値ある環境である

として捉える必要がある。その意味からも、上述の例は

参考になろう。

　技術的に補完すべき課題としては、海浜で活動するそ

の指導者には、上述の山岳ガイドやパークレンジャーの

資質が十分求められるべきである。そのための個々の安

全管理技術については、先述の名護小学校の例や各地で

行われる着衣泳や谷ら（2003）が紹介するニュージーラ

ンドで成果を上げたウォーターワイズ運動が参考になる

だろう。さらに、沖縄では、従来から伝統芸能の分野で

は多くの指導者を擁した教育制度が確立しており、多く

の少年スポーツの指導者も活動している。この様な地域

の先行分野の指導者育成のあり方は、今後の環境教育指

導者の育成に十分参考になろう。

　また、この様な体系下で学ばれるべき環境教育に必

要な教材の開発も急務である。オーストラリアのグレー

トバリア・マリンパーク・オーソリティや米国のフロリ

ダ・キーズ・国立海洋保護区ではサンゴ礁を対象とした

教育プログラムや多くの出版物を、教育段階や目的に応

じて提供している。国内では、環境省から教育プログラ

ムとして前述の「体験的に学ぶサンゴ礁」（環境省国際

サンゴ礁研究モニタリングセンター 2002a）が提供され

ているが、今後整備されるべき教材のごく一部にすぎな

い。今後、多くの出版物やプログラムが開発されること

によって日本のサンゴ礁域に新たな海洋環境教育が推進

され、新たな海洋文化として定着することが期待される。
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